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家計に対する支援が欲しい

特別定額給付金

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の一環として、簡素な仕組みで迅速か
つ的確に家計への支援を行うため 、 １人当たり10万円の給付を行います

■ 対象者

■ 支給額

■ 受給権者

■ 手続きの方法

【お問い合わせ先】
特別定額給付金 福井市コールセンター ☎2０ 5201
※9時～１７時
※6月は土日も開設

i

基準日（令和2年4月27日）に、住民基本台帳に記録されている方

給付対象者1 人につき 10 万円

給付金の申請は次の（1）および（2）を基本とし 、給付は、世帯主が代表して申請し、
申請者の本人名義の銀行口座へ振込みます。

（1） 郵送申請方式
市区町村から受給権者宛てに郵送された申請書に振込先口座 を記入し 、振込
先口座の確認書類と本人確認書類の写しとともに市に郵送

（2）オンライン申請方式 （マイナンバーカード所持者が利用可能）
マイナポータルから振込先口座を入力した上で、振込先口座の確認書類をアップ
ロードし、電子申請（電子署名により本人確認を実施し、本人確認書類は不要）

給付対象者の属する世帯の世帯主

国
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■ 申請期限

8月20日(木)まで



ひとり親世帯に対する経済的支援が欲しい

ひとり親世帯臨時特別給付金

新型コロナウイルス感染症の影響による子育て負担の増加や収入の減少を支援
するため、収入の少ない１８歳に達した後最初の３月３１日までの間にある児童が
いる※ひとり親世帯の方に対し、臨時特別給付金を支給します

※児童が政令で定める程度の障害の状態にある場合は２０歳未満まで

■ 対象者

■ 支給額

■ 手続きの方法

【お問い合わせ先】
福井市子ども福祉課 ☎２０ ５４１２

i

【基本給付】
①令和２年６月分の児童扶養手当が支給される方
②公的年金等を受給しており、令和２年６月分の児童扶養手当の支給が全額停止
される方
③新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変するなど、 収入が児童扶
養手当を受給している方と同じ水準となっている方

【追加給付】
上記①、②の対象者のうち、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変
し、収入が大きく減少している方

手順１ 市の窓口に持参するか、または郵送で申請書と必要書類を提出
手順２ 提出された申請書から、支給要件に該当するかを判断した上で、指定口座に

振り込み

国
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①の対象者 ②の対象者 ③の対象者

基
本
給
付

支給額
１世帯５万円

※第２子以降１人につき３万円加算

申請 不要 要

支給時期 7月末頃 可能な限り速やかに

追
加
給
付

支給額 収入が減少した場合５万円

ー申請 要 要

支給時期 可能な限り速やかに



新型コロナウイルス感染症の影響により休業させられたが、
休業手当の支払いを受けることができなかった

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金

新型コロナウイルス感染症の影響により休業させられた中小企業の労働者のう
ち、休業手当の支払いを受けることができなかった労働者に対し、新型コロナウイ
ルス感染症対応休業支援金を支給します

■ 対象者

■ 支給額

■ 手続きの方法

【お問い合わせ先】
福井労働局 職業対策課 ☎2６ ８６１３

i

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響により休業させ
られた中小企業の労働者のうち、休業期間の賃金（休業手当）の支払いを受けること
ができなかった労働者
※被保険者でない方も対象となります。

休業前賃金の80％ （月額上限33 万円）
※休業実績に応じて支給

詳細については検討中です。

国
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発熱などの自覚症状があり、療養のために仕事を休んでいる
人への支援が欲しい

傷病手当金

傷病手当金は、健康保険等の被保険者が、業務災害以外の理由による病気や
ケガの療養のため仕事を休んだ場合に、所得保障を行う制度です
新型コロナウイルス感染症に感染し、その療養のために働くことができない方
も、利用することができます

■ 対象者

■ 支援の内容

【お問い合わせ先】
加入している健康保険や共済組合など

i

次の条件をいずれも満たしたときに支給されます。
（１）業務災害以外の病気やケガの療養のために働くことができないこと

※業務又は通勤に起因する病気やケガは労災保険給付の対象となります。

（2）４日以上仕事を休んでいること
※療養のために連続して３日間仕事を休んだ後(待期期間)、４日目以降の仕事を休んだ日に
ついて支給されます。
※待期期間には有給休暇 、 土日祝等の公休日を含みます。

■支給期間
支給を始めた日から最長１年６か月の間

※１年６か月の間で傷病手当金の支給要件を満たす日について支給されます。

■１日あたり支給額
傷病手当金の支給開始日の属する月以前の直近12月間の標準報酬月額を
平均した額の30分の１に相当する額の３分の２に相当する額

※支払われた給与の額が、傷病手当金の支給額を下回っている場合には、傷病
手当金と支払われた給与の額の差額分が支給されます

※支給要件の詳細や具体的な手続きについては、 ご加入の健康保険の保険者に
ご確認ください 。

国
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子育て世帯に対する経済的支援が欲しい

福井市子育て世帯応援給付金

新型コロナウイルス感染症対策による休校が続いて給食がなくなり、食費の負
担や子どもを家庭でみることによる光熱費の負担が増加しているものと考えられ
ます。その負担を少しでも軽減するため、子育て世帯に対し、本市として独自の給
付金を支給します

■ 対象者

■ 支給額

■ 手続きの方法

【お問い合わせ先】
福井市子ども福祉課 ☎２０ 5４１２

i

下記の児童の保護者が対象となります。
令和2年３月31日時点で福井市に住民登録があり かつ

(１)０歳から中学３年生の児童
（令和２年３月に中学校を卒業した児童を含む）

(２)県立特別支援学校高等部に在籍している子ども
（令和２年３月に高等部を卒業した生徒を含む）

対象の子ども1人あたり1万円

①福井市から児童手当を受給している方は申請は不要です。
（児童手当の口座に振り込みます。）

②公務員の方や振込口座が不明の方は申請が必要です。
（申請書は市から送付し、原則として、申請書を受け付けた翌月に振り込みます。）

市

7

■ 支給日

①福井市から児童手当を受給している方 令和2年5月15日

②公務員の方など申請が必要な方 原則、申請受付日の翌月



子育て世帯に対する経済的支援が欲しい

子育て世帯への臨時特別給付金

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取
組の一つとして、児童手当を受給する世帯に支給する給付金です

■ 対象者

■ 支給額

■ 手続きの方法

【お問い合わせ先】
福井市子ども福祉課 ☎２０ 5４１２

i

令和2年4月分（3月分を含む）の児童手当を受給している方

※対象となる方には、5月に案内を送付しています。
※高額所得により支給月額が児童1人あたり5，000円の方は、対象になりません。

対象児童1人につき、1万円

申請は不要です。（児童手当の登録口座に振り込まれます）

※公務員の方で所属庁（勤務先）から児童手当を受給している場合は、所属庁から配布さ
れる子育て世帯への臨時特別給付金申請書（請求書）にてお住まいの自治体へ申請が
必要になります。詳しくは各所属庁の担当課にお問い合わせください。
申請期間 ：令和２年５月１５日から９月３０日まで
提出先（郵送先）：910－8511 福井市大手3丁目10番1号

福井市役所 子ども福祉課 子育て世帯への臨時特別給付金担当 行

国
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■ 支給日

令和2年６月15日

※公務員の方については、原則として申請受付日の翌月になります。



家賃に対する経済的支援が欲しい

住居確保給付金

新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の状況を踏まえ、休業等に伴う収入減
少により、離職や廃業に至っていないがこうした状況と同程度の状況に至り、住
居を失うおそれが生じている方々に対しても 、 一定期間家賃相当額を支給でき
るよう拡充します

■ 支給額

■ 手続きの方法

【お問い合わせ先】
福井市生活支援課 自立サポートセンターよりそい ☎２０ 5５８０

i

上限額 単身世帯：３２,０００円 2人世帯３８,０００円 ３人世帯：41,000円
※福井市から貸主の口座に直接振り込み

手順１ 福井市生活支援課「自立サポートセンターよりそい」に相談の上、申請書等を提出
手順２ 市から決定通知が申請者及び住宅の貸主に送付される
手順３ 市から貸主の口座に給付金を振り込み
手順４ 月１回以上、求職活動状況報告書を市に提出

国

9

■ 対象者

■ 支給期間

原則３か月
※求職活動等を誠実に行っている場合は３か月延長可能（最長９か月まで）



県外に住む学生に対する支援が欲しい

県外で頑張る福井市出身の学生応援事業

本市出身の県外で頑張っている学生の皆さんに、マスクと特産品をお送りし、
ふるさと福井を感じていただけるよう支援を行います

■ 支援の内容

■ 手続きの方法

【お問い合わせ先】
福井市移住定住推進室 ☎２０ 5５１４

i

・マスク10枚
・ふるさとの特産品（特産品はマスクと別に事業者から発送します）
※送付物は、学生本人の県外の住所に直接送付します。

手順１ 市のホームページにある申請フォームから必要な情報を入力
※右のQRコードからでもアクセスできます。

手順２ マスクと特産品が学生本人の県外の住所に送付される

市
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■ 対象者

■ 応募期間

令和2年4月27日(月)から令和2年6月30日(火)まで

福井市出身の県外に住む学生で以下の（1）から（3）の全ての条件を満たす方
(1)平成7年4月2日生（25歳）～平成14年4月1日生（18歳）
(2)専修学校、短期大学、大学、大学院に在学している学生
(3)保護者の住民登録が福井市内であること
※住民票を福井市に置いたまま、県外に住んでいる学生も含みます



大学や専門学校等の授業料等の支払いや生活費に困っています

高等教育就学支援制度

経済的な理由で進学をあきらめずに済むよう、授業料等の減免や返済不要の奨
学金が受けられる制度があります
新型コロナウイルス感染症の影響により、今年の世帯収入が大きく減少するご
家庭は、対象になる場合がありますので、ご相談ください

■ 対象者

■ 支援の内容

住民税非課税世帯等※の学生
※４人世帯の場合、年収３８０万円未満が目安です
（ 基準を満たす世帯年収は家族構成により異なります。）

新型コロナウイルス感染症の影響により、会社等が休業したり、失業するなど世帯の収入が大きく
減少した場合も、支援対象となります。

国
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①授業料や入学金の免除または減額
②給付型奨学金の支給（返済不要）
授業料や奨学金の金額は、在学されている学校によって異なります。
まずは、お問合せ先にご相談ください。
〔例：福井県立大学の場合 〕
①授業料：535,800 円／年
入学料：188,000 円（県内高校等からの入学者） 282,000 円（県外からの入学者）

⇒これら授業料や入学金について、全額免除または一部減額になります

②給付型奨学金： 9,800 円～ 33,300 円／月（自宅生）
22,300円～ 66,700 円／月（自宅外生）

■手続きの方法

手順１ 申込案内などを学校から受け取る。
手順２ 申込案内を確認しながら必要な書類を揃える。
手順３ 学校に必要な書類を提出して、奨学金はインターネットで申し込む。

【お問合せ先】
日本学生支援機構奨学金相談センター
☎０５７０ ６６６ ３０１ （月～金， 9:00～20:00)
＊土日祝日，年末年始を除く。通話料がかかります。

各大学･専門学校等の学生課や奨学金窓口

i



高校生等の子どもの教育費の支払いに困っています

奨学給付金制度

授業料以外の教育費について、返済不要の給付金を受けることができます
新型コロナウイルス感染症の影響により、今年の世帯年収が大きく減少するご家
庭は対象になる場合がありますので、ご相談ください

■ 対象者

■ 支援の内容

生活保護世帯または住民税非課税世帯※で、高校生等のお子さんをお持ちの方
※住民税非課税世帯とは、 4 人世帯で年収 270 万円未満が目安となります
（基準を満たす世帯収入は家族構成により異なります。）

新型コロナウイルス感染症の影響により、会社等が休業したり、失業するなど世帯の収入が大きく
減少した場合も、支援対象となります。

県
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奨学給付金の支給（返済不要）

■手続きの方法

手順１ 申込案内などを学校から受け取る。
手順２ 申込案内を確認しながら必要な書類を揃える。
手順３ 学校に必要な書類を提出する。

【お問合せ先】
（公立）福井県教育庁教職員課

☎２０ ０５６３ （月～金， 8:30～17:15)
（私立）福井県総務部大学私学課

☎２０ ０２４８ （月～金， 8:30～17:15)
＊土日祝日，年末年始を除く。通話料がかかります。

各学校の担当窓口

i



アルバイト収入が減少し、大学や専門学校等の生活費に困って
います

学生支援緊急給付金

アルバイト等の収入が大幅に減少した場合に、進学・修学の継続をあきらめずに
済むよう、給付金を受けることができる制度があります
新型コロナウイルス感染症の影響により、今年の世帯収入が大きく減少するご家
庭は対象になる場合がありますので、ご相談ください

■ 対象者

■ 支援の内容

国公私立大学（大学院を含む）・短大・高専・専門学校の学生

次の要件に当てはまる方
（１）家庭から自立してアルバイト収入で学費を賄っていること
（２）新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、その収入が大幅に減少していること
（３）既存の奨学金制度を利用していることまたは 利用予定であること

国
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支援金の給付額

（１）住民税非課税世帯※の学生 20万円
※4人世帯の場合、年収 270万円未満が目安です

（基準を満たす世帯年収は、家族構成により異なります。）

（２）上記以外の方10万円

■手続きの方法

手順１ 申込案内などを学校から受け取る。
手順２ 申込案内を確認しながら必要な書類を揃える。

【お問合せ先】

各大学･専門学校等の学生課や奨学金窓口
i



新型コロナウイルスの影響により、税などの納付に困っています

徴収の猶予制度の特例等

新型コロナウイルスの影響により、事業等に係る収入に相当の減少があった方
は、最長１年間、税の徴収の猶予を受けることができます
税以外にも、猶予や免除を受けることができる制度があります

■ 対象者

■ 支援の内容

次のいずれも満たす納税者が対象となります。

（１）新型コロナウイルスの影響により、令和２年２月以降の１か月以上の期間に、
事業等に係る収入が前年同期に比べて概ね 20 ％以上減少していること

（２）一時に納付することが困難であること

国・県・市
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令和２年２月１日～令和３年１月３１日に納期限が到来するほぼ全ての国税・地方税
について、 無担保かつ延滞金なしで最長１年間、徴収の猶予を受けることができます。

■手続きの方法

関係法令の施行から２か月後（令和2年6月30日）、または、納期限のいずれか遅い
日までに申請が必要です。
①徴収猶予申請書
②事業等に係る収入が前年同期に比べて概ね20％以上減少していることがわかる資料
③一時に納付し、または、納入を行うことが困難であることがわかる資料
※②③について、提出が難しい場合は、口頭によりおうかがいします。

【お問合せ先】
《国税》国税局猶予相談センター ☎0120 948 364
《県税》県税事務所納税課 ☎２１ ００１１ ～ ００１５
《市税》市納税課 ☎２０ ５３３０
《国民年金》市保険年金課（年金係） ☎２０ ５４７６
《国民健康保険、後期高齢者医療保険》

市保険年金課（保険係） ☎２０ ５３８３
《介護保険》市介護保険課 ☎２０ ５７１５
《上下水道》市上下水お客様センター ☎２０ ５６２１
《市営住宅》市営住宅課 ☎２０ ５５７０

i

■その他

•国民年金保険料、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料については、
全部または一部が免除できる場合があります。
•上下水道料金等、市営住宅使用料等については、支払いを猶予することができる場合が
あります。



従業員として働いているが、臨時休校などで仕事を休まなければ
ならず、生活資金に困っています

勤労者ライフプラン貸付資金（新型コロナウイルス対策分）

臨時休校などにより子どもの世話のために、仕事を休まれた従業員に対して、
生活資金をお貸しします

■ 対象者

■ 支援の内容

次の全てにあてはまる方（所得制限はありません）
（１）福井県内に住んでいる
（２）１年以上同じ事業所で働いている
（３）県税をすべて納税している
（４）令和2年3月2日から6月30日までの間に、 ①または②の子どもの世話の

ため、休暇を取ったり、休みを取れずに欠勤せざるを得なかった方
①臨時休校した小学校などに通う子ども
小学校、幼稚園、保育所など。障がいのある子どもは、中学校、高等学校なども含みます。

②新型コロナウイルスに感染したなど、小学校等を休むことが必要な子ども

県
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■ 申込金融機関 北陸労働金庫 市内各支店

■ 手続きの方法

手順１ お近くの北陸労働金庫支店に相談し、申請書類様式を入手
手順２ 必要書類等を準備

例）運転免許証、健康保険証、臨時休校のお知らせなど
手順３ 記入した申請書類等と必要書類等を北陸労働金庫支店に提出

［申請期限：令和2年8月31日］
手順４ 北陸労働金庫が審査・決定し、 指定口座に振込

使いみち 生活資金

貸付限度額 １００ 万円
貸付期間 ５年以内
貸付利率 1.1 ％（他に保証料0.6%も必要です）
償還方法 毎月、決まった金額を返済 （元利均等月賦償還）
据置期間 休暇や欠勤の間（最長１年６カ月）は、利子のみ返済
保証人 連帯保証人と信用保証機関の保証の両方が必要です。

信用保証機関の保証の手続きは、お金を借りるときに金融機関がお手伝いします。

【制度に関するお問合せ】
福井県労働政策課 労働環境グループ ☎20 0389
【手続きに関するお問合せ・申請先 】
北陸労働金庫 市内各支店へお問い合わせください。

お近くの支店がわからない場合は、福井支店（0776 22 5678 ）にご確認ください。

i



勤労者ライフプラン貸付資金（新型コロナウイルス対策分）利子補給

P１5の勤労者ライフプラン貸付資金の利用者に対して、福井市が融資に係る利
子を負担します

■ 対象者

■ 支援の内容

市
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■ 手続きの方法

【制度に関するお問合せ】
福井市しごと支援課 ☎20 ５３２１
または、北陸労働金庫 市内各支店へお問い合わせください。

お近くの支店がわからない場合は、福井支店（0776 22 5678 ）にご確認ください。

i

次の全てを満たす方

（1）福井市に住所を有していること
（2）勤労者ライフプラン資金（育児・介護生活資金）を借り入れ、遅滞なく返済していること
（3）市税の滞納がないこと

利子の全額

手順１ 市のホームページから申請書を入手し、添付書類と併せてしごと支援
課に提出してください。

手順２ 市にて申請書の審査を行い、申請者に補給金承認書を通知します。
手順３ 市から融資機関に対して利子補給金を交付します。
手順４ 融資機関から申請者に対して利子補給金が送付されます。



休業や失業で働けず、生活資金に困っています

生活福祉資金貸付制度

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、休業や失業等により生活費に困って
いる世帯に生活資金をお貸します

■ 対象者

■ 支援の内容

生活費がなくて、すぐにお金が必要な方に、お金をお貸します。

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、休業等により収入の減少があり、生活費に
困っている世帯

国
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緊急小口資金 （主に休業された方向け）

【貸付限度額 】

・20 万円以内（一世帯１回限り）
（世帯の中に、新型コロナウイルスの罹患者、子どもの臨時休校で仕事を休んだ人、個人事業主、
要介護者がいる世帯、また、世帯の人数が多い（４人以上）世帯、ほか特に資金の需要が認め
られる世帯）

・10 万円以内（一世帯１回限り）
（上記以外の世帯）

【据置期間 】 １年以内 （借りてから１年まで返さなくてもかまいません）

【償還期限 】 ２年以内 （据置期間経過後２年以内に返さなければなりません）
※無利子、保証人不要

総合支援資金 （主に失業された方向け）

■ 対象者

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収入の減少や失業等により生活に困窮し、
日常生活の維持が困難になっている世帯

生活ができるようになるまで、生活に必要なお金をお貸します。

■ 支援の内容

【貸付限度額 】

・二人以上の世帯月 20 万円以内
・単身世帯月 15 万円以内

【据置期間 】 １年以内 （借りてから１年まで返さなくてもかまいません）

【償還期限 】 １０年以内 （据置期間経過後１０年以内に返さなければなりません）
※無利子、保証人不要

原則3か月まで借りることができます
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【お問い合わせ先】
福井市社会福祉協議会 ☎２６ １８５３

福井市田原町1-13-6 フェニックス・プラザ内

i

■ 手続きの方法

手順１ 福井県社会福祉協議会のホームページ等で申請様式を入手

手順２ 福井市社会福祉協議会に郵送にて申込

手順３ 県の社会福祉協議会が貸付を決定し、 指定口座に振込
※総合支援資金をご希望の方は、まず福井市社会福祉協議会へ相談してください。



雇用先からの解雇等により、寮からの退去を求められています

市営住宅の提供

福井市内において、雇用先からの解雇等に伴い、現に居住している住居から退
去を余儀なくされる方（離職退去者）を対象に、一時的に市営住宅を提供します

■ 対象者

■ 市営住宅の概要

市
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■ 手続きの方法

【お問合せ先】
市営住宅課 ☎20 ５５７０

i

対象者は、福井市内に住民登録のある以下の方です。

・社員寮や会社などの雇用先が賃貸していた住宅から退去を余儀なくされる方

・住居手当等により居住可能だった住居から退去を余儀なくされる方

・解雇等により離職したが、失業等給付を受給することができず、現に居住している
住宅から退去を余儀なくされる方

・新保団地 3戸 Ａ棟・Ｂ棟（9・3・Kの2K、風呂あり） ※福井市新保１丁目４０２他

・使用期間 最長６か月

・使用料 ９２００円～９５００円

手順１ 申請書等の必要書類を市営住宅課に提出
手順２ 市にて書類審査後、市から使用許可書と市営住宅のカギを受け取る。

申請書等の必要書類は、市営住宅課のホームページからご確認ください。



家賃支援給付金

家賃等の支払いに対する支援がほしい

感染症の拡大を契機とした自粛要請等によって売上の急減に直面する事業者
の事業継続を下支えするため、固定費の中で大きな負担となっている地代・家賃
の負担を軽減することを目的として、テナント事業者に対して「家賃支援給付金」
が国から支給される制度があります

■ 対象者

中堅企業、中小企業、小規模事業者、個人事業者等であって、5月～12月において
以下のいずれかに該当する者
(1)いずれか1カ月の売上高が前年同月比で50％以上減少
(2)連続する3ヶ月の売上高が前年同期比で30％以上減少

国
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■支援の内容

給付額（月額）の６倍（6カ月分）を支給

■手続きの方法

現在、国において制度の詳細を設計中です。申請開始は最速で６月下旬以降、
給付は７月以降になる予定です。

■給付額

〇法人の場合
家賃（月額）75万円までの部分が2／3
家賃（月額）75万円を超える部分が1／3
※家賃（月額） 225 万円を超える場合、
上限の100万円になります。

〇個人事業者の場合
家賃（月額）37.5万円までの部分が2／3
家賃（月額）37.5万円を超える部分が1／3
※家賃（月額）112.5万円を超える場合、
上限の50万円になります。



妊婦休業助成金

妊婦の従業員に対する休業支援が欲しい

新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として休業が必要とされ
た妊娠中の女性労働者が、安心して休暇を取得して出産し、出産後も継続して活
躍できる職場環境を整備するため、当該女性労働者のために有給の休暇制度を
設けて取得させた事業主に助成します

■ 対象者

①～③ の全ての条件を満たす事業主が対象です 。

令和2年5月7日から同年9月30日までの間に
①新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として 、 医師または助産師
の指導により、 休業が必要とされた妊娠中の女性労働者が取得できる有給の休
暇制度（年次有給休暇を除き、年次有給休暇の賃金相当額の６割以上が支払わ
れるものに限る）を整備し 、

②当該有給休暇制度の内容を新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措
置の内容とあわせて労働者に周知 した事業主であって、

令和2 年 5 月 7 日から令和 3 年 1 月 31 日までの間に
③当該休暇を合計して 5 日以上取得 させた事業主

国
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■支援の内容

対象労働者１人当たり
有給休暇 計５日以上20日未満：25万円

以降20 日ごとに15万円加算（上限額：100万円）
※1事業所当たり人数上限：20人まで

【お問合せ先】
福井県労働局 雇用環境・均等室 助成金担当☎2２ ０７６６

i



小規模事業者等再起応援金

固定費の支払いに対する支援がほしい

新型コロナウイルス感染拡大により、経営に影響を受けた小規模事業者等の皆
様に対して、売り上げ回復までの重い負担となる固定費の支払いを支援します

■ 対象者

・県内に事業所を有していること

・雇用調整助成金または緊急雇用安定助成金の給付を受けていないこと、もしくは
受ける予定がないこと

・令和２年２月から６月までのいずれか１月間の売上が、昨年の同じ月と比べ２０％
以上減少していること

※その他詳細な事項については、福井県ホームページをご覧ください。

県
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■支援の内容

１事業者あたり１０万円
※事業者単位の申請になるため、事業所が個々に申請することはできません

【お問合せ先】
福井県再起応援金コールセンター☎20 0766
受付時間 9:00～17:00 （土、日および祝日は除きます。）

i

■手続きの方法

・受付期間
令和２年６月８日（月）から同年７月１０日（金）まで

・受付方法
申請書類を次の宛先に「簡易書留など郵便物の追跡ができる方法」で郵送 してください。
〒910-8691福井中央郵便局留め
福井県庁 小規模事業者等再起応援金申請事務局 宛て
持参による申請は受け付けておりません。なお、申請書類の到達の有無に関するお問合わせ
につきましては、お答え致しかねますので、予めご了承ください。

※７月１０日（金）の消印有効です。
※切手を貼付の上、裏面には差出人の住所および氏名を必ず記載してください。
※送料は申請者側でご負担願います。

・書類の入手方法
県ホームページからダウンロードまたは県内各市町の窓口



持続化給付金

売上が減少していて、事業を続けていけるか不安です

感染症拡大により、特に大きな影響を受けている事業者に対して、今後も事業
を続けていけるよう、事業全般に幅広く使える給付金を支給します

■ 対象者

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が前年同月比５０％以上減少している
事業者

※中堅・中小企業、小規模事業者、個人事業者、その他の各種法人等が対象です。

※医療法人、農業法人、社会福祉法人など、会社以外の法人も幅広く対象になります。

国
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■支援の内容

法人 ２００万円以内
個人事業者等１００万円以内

【支給額の計算方法 】
前年の総売上 -（前年同月比５０％減の月の売上 × １２月）

【お問合せ先】
持続化給付金事務コールセンター ☎ 0120 115 570
※６月は全日 8:30～19:00

i

■手続きの方法

専用ページで要件や証拠書類をご確認の上、パソコンやスマートフォンで電子申請してく
ださい。 URL https://www.jizokuka-kyufu.jp/



雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金
雇用維持緊急助成金・雇用維持事業主応援金

従業員の休業手当などの支払いに困っています

会社や店舗などをお休みした場合でも、従業員の雇用を守る事業主の方に対し
て、従業員に支払った休業手当等を助成するほか、事業主・役員の休業日数に応
じ、県独自の応援金を支給します

■ 対象者

休業中に従業員を解雇せずに、休業手当等を支払っている事業主

国
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■支援の内容

助成率：国 ９／１０ (※)（中小事業者）、３／４（大企業）
（一部解雇などを行った場合は４／５（中小事業者）、２／３（大企業））
※休業手当の支払い率が 60 ％を超える部分については１０／１０となるほか、県の休業要請を
受け休業するなど一定の要件を満たす場合は全体が１０／１０になるなど、国の制度が拡充さ
れました。

県 １／１０（１事業所当たり１００万円を上限）に加え、
事業主の休業日数に応じて応援金を支給（１企業当たり５０万円を上限）
事業主１人の場合 １万円 × 休業日数
事業主・役員２人以上の場合 ２万円 × 休業日数

【お問合せ先】
福井県労働政策課雇用対策グループ ☎20 0390
制度の詳細は労働政策課のホームページからご確認いただけます。
福井労働局 ☎22 3363

i

■手続きの方法

手順１ 休業の実施
手順２ 福井労働局に雇用調整助成金等の申請書を提出
手順３ 県の事業主応援金の申請書および労働局に提出した申請書を県に郵送

※事業主応援金申請書は、県労働政策課のホームページから入手してください。
手順４ 福井労働局が雇用調整助成金等の支給の決定を事業者に通知
手順５ 県の緊急助成金の支給申請兼請求書および労働局の支給決定通知書等を県に郵送

※県への申請書は国の決定通知に同封されます。
※見当たらない場合は、県労働政策課のホームページから入手してください。

手順６ 県が支給の決定を事業者に通知
手順７ 県からの支給の決定通知後、概ね１週間程度で申請者の銀行口座に振込み

県



小学校休業等対応助成金(雇用主向け)

臨時休校などで従業員が仕事を休むときの給料の支払いに
困っています

臨時休校などで子どもの世話を自宅ですることが必要となった従業員に、休暇
を取得させた事業主の方に助成金を支給します

■ 対象者

（１）または（２）の子どもの世話が必要となった従業員に休暇を取得させた事業主

（１）臨時休校の小学校などに通う子ども
小学校、幼稚園、保育所など。障がいのある子どもは、中学校、高等学校、各種学校なども含みます。

（２）新型コロナウイルスに感染したなど、小学校等を休むことが必要な子ども

国
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■支援の内容

休暇中に支払った給料相当額を助成

【支給額】休暇を取得した従業員の一日分の給料相当額（上限8,330円※）×休暇日数
※令和2年4月1日以降に取得した休暇については上限15,000円に引上げ予定

【お問合せ先】
学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金、個人向け緊急小口資金
相談コールセンター ☎ 0120 60 3999
詳細は、『臨時休業個人委託』で検索、または、右のQRコードよりご確認ください。
【申請先】
学校等休業助成金・支援金受付センター
〒135-0042 東京都江東区木場2-7-23 第一びる1階

i

■手続きの方法

手順１ パソコンで申請書の様式を厚生労働省HPから入手して記載
※申請方法紹介の動画を見ることができます。

手順２ 必要書類等を準備
例）労働保険関係成立届の事業主控、休暇簿、賃金台帳、就業規則など

手順３ 申請書と必要な証明書等を「学校等休業助成金・支援金受付センター」に郵送
（配達記録の残るもの）［申請期限：令和2年9月30日］※12月28日に延長予定

手順４ 厚生労働省が決定通知を送付し、指定口座に助成金を振込

従業員は、正規・非正規を問いません。
給料の全額を支給する休暇で、令和2年2月27日から6月30日※までに取得したものが対象です。
（ただし、年次有給休暇は除きます）※令和2年9月30日までに延長予定



小学校休業等対応支援金(フリーランス向け)

フリーランスとして働いているが、臨時休校などで仕事が
できなくなって困っています

臨時休校などで子どもの世話を行うため、契約した仕事ができなくなったフ
リーランスの方に支援金を支給します

■ 対象者

次の全てにあてはまる方
（１）下記（３）に該当する子どもの保護者
（２）自分一人で受ける仕事を個人で契約している
（３）令和2年２月27日から６月3０日※までの間に、①または②の子どもの世話のため、

契約していた仕事ができなくなった ※令和2年9月30日までに延長予定

①臨時休校の小学校などに通う子ども
小学校、幼稚園、保育所など。障がいのある子どもは、中学校、高等学校、各種学校なども含みます。

②新型コロナウイルスに感染したなど、小学校等を休むことが必要な子ども

国
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■支援の内容

令和2年２月27日から６月3０日※１までの間で仕事ができなかった日数×4,100円※２

※１ 令和2年9月30日までに延長予定
※２ 令和2年4月1日以降の仕事ができなかった日は7,500円（定額）に引上げ予定

【お問合せ先】
学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金、個人向け緊急小口資金
相談コールセンター ☎ 0120 60 3999
詳細は、『臨時休業個人委託』で検索、または、右のQRコードよりご確認ください。
【申請先】
学校等休業助成金・支援金受付センター
〒135-0042 東京都江東区木場2-7-23 第一びる1階

i

■手続きの方法

手順１ パソコンで申請書の様式を厚生労働省HPから入手して記載
※申請方法紹介の動画を見ることができます。

手順２ 必要書類等を準備
例）休校前に結んだ発注者との契約等の写し、臨時休校のお知らせなど

手順３ 申請書と必要な証明書等を「学校等休業助成金・支援金受付センター」に郵送
（配達記録の残るもの）［申請期限：令和2年9月30日］※12月28日に延長予定

手順４ 厚生労働省が決定通知を送付し、指定口座に助成金を振込



宿泊事業者支援金

宿泊者数の減少により、経営に困っています

事業収入の減少した市内宿泊事業者の事業継続を支援するため、事業全般に広
く使える支援金を給付します

■ 対象者

以下の（１）～（６）の全てに該当する者
（１）福井市内に本店又は主たる事務所を有する法人または個人事業主 で、福井市内で、営業

許可を受けて営業するホテル、旅館、簡易宿泊所、住宅宿泊事業法に係る住宅といった宿

泊施設（地方公共団体等が所有する施設を除く）を継続して営んでいること

（２）令和２年１月以降、感染症拡大の影響等により、前年同月比で事業収入が２０％以上減少

している月があること

（３）いわゆるラブホテル等の風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）第２条第６項第４号に該当する施設（これに類するものを含む）でないこと

（４）研修施設又は福利厚生施設であると認められる施設でないこと

（５）施設を営む者（申請者）が市税を滞納していないこと

（６）施設を営む者（申請者）が暴力団又は暴力団員若しくは暴力団員と密接な関係をもつ者

でないこと

市
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■支援の内容

手順１ 申請書等を郵送または窓口にて、市に提出
手順2 市にて申請書等を確認後、給付を決定
手順３ 申請時に指定した口座に入金

（申請から２～３週間で振込予定ですが、遅れる場合があります。）

【お問合せ先/申請書送付先】
〒910-0858 福井市手寄１丁目４番１号 ＡＯＳＳＡ ５階
福井市おもてなし観光推進課☎２0 ５３４６

i

■手続きの方法

施設の収容人数に応じて１事業者につき、最大４０万円を支給

※制度の詳細については、こちらのQRコードから確認できます。



宿泊施設安全対策等奨励金

宿泊施設における感染症拡大防止対策の実施や、医療従事者の
積極的受入に対する支援が欲しい

宿泊客が安心して施設を利用できるよう、宿泊施設における新型コロナウィル
ス感染症拡大防止の取組への支援として、奨励金を交付します（一号事業）
感染者の治療にあたる医療従事者を積極的に受け入れる宿泊施設に対し、奨励
金を交付します（二号事業）

■ 対象者

以下の（１）～（５）の全てに該当する者（一号、二号共通）
（１）申請時点において 福井市内で、営業許可を受けて営業するホテル、旅館、簡易宿泊所、住

宅宿泊事業法に係る住宅といった宿泊施設（地方公共団体等が所有する施設を除く）

（２）いわゆるラブホテル等の風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）第２条第６項第４号に該当する施設（これに類するものを含む）でないこと

（３）研修施設又は福利厚生施設であると認められる施設でないこと

（４）施設を営む者（申請者）が市税を滞納していないこと

（５）施設を営む者（申請者）が暴力団又は暴力団員若しくは暴力団員と密接な関係をもつ者

でないこと

市
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■支援の内容

【お問合せ先/申請書送付先】
〒910-0858 福井市手寄１丁目４番１号 ＡＯＳＳＡ ５階
福井市おもてなし観光推進課☎２0 ５３４６

i

■手続きの方法

一号事業：施設の収容人数に応じて1施設につき、最大50万円

二号事業：医療従事者を受け入れた1施設につき、一律10万円

手順１ 申請書等を郵送または窓口にて、市に提出
手順2 事業を実施
手順３ 事業完了
手順４ 実績報告書を市に提出。市にて報告書を確認
手順５ 請求書を市に提出
手順６ 市から申請時に指定した口座に入金

（実績報告書提出から２～３週間で振込予定ですが、遅れる場合があります。）

※制度の詳細については、こちらのQRコードから確認できます。



テレワーク奨励金制度

テレワークの導入に対する支援が欲しい

新たにテレワーク制度を導入し従業員が利用した場合、もしくは、障がいがある、
家族の介護等により通勤に制限がある方などを新規雇用し、テレワーク制度を利
用した場合に、事業主の方へ奨励金を支給します

■ 対象者

県内の事業所においてテレワーク制度に取り組んだ事業主の方

県
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■支援の内容

【お問合せ先】
福井県労働政策課労働環境グループ ☎20 0389
制度の詳細は労働政策課のホームページからご確認いただけます。
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/rousei/index.html

i

■手続きの方法

①または②の取り組みを行った事業主に奨励金を支給（１企業１回のみ）

①利用促進コース：２０万円令和２年２月１７日以降の取組が対象
〔取組内容 〕
・新たにテレワーク制度を導入
・常時雇用する労働者が週平均１日以上テレワーク制度を利用して、１か月以上
勤務

②新規雇用コース：４０万円 ※非正規従業員の場合は２０万円

〔取組内容 〕
・通勤に制限がある方（例：障がいがある、要介護の家族がいるなど）を、常時
雇用する労働者として新規雇用
・勤務を要する日の半分以上をテレワークのみで就業し、１か月以上勤務



福井県新型コロナウイルス感染症対応資金

売上が減少して先々の資金繰りに不安があります(3,000万円まで）

新型コロナウイルス感染症により売上等が減少した中小・小規模事業者の方は、
民間金融機関から、３，０００万円までの融資により資金繰りを支援します
新規融資だけでなく、保証付きの既存融資の借換も認められており、実質的に
返済条件が緩和され、月々の返済額の軽減にも活用できます
※当初３年間は、実質無利子で借入が可能です
※ご利用にあたって、金融機関や福井県信用保証協会の審査があります

■ 対象者

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上等が前年同期比５％以上減少し、市町で
認定（セーフティネット保証４号、５号、危機関連保証）を受けた中小・小規模事業者

県
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■支援の内容

・借入限度額 ３，０００万円
・融 資 利 率 売上等▲５％以上の個人事業主 ：１．０％以下（当初３年間利子補給）

売上等▲５％以上の法人 ：１．０％以下（利子補給なし）
売上等▲１５％以上の個人事業主 ：０．９％以下（当初３年間利子補給）
売上等▲１５％以上の法人 ：０．９％以下（当初３年間利子補給）

・保 証 料 無料（ただし、売上等▲５％以上の法人のみ０．４２５％負担）
・使 途 運転資金・設備資金
・融 資 期 間 １０年以内（据置５年以内を含む）

【お問合せ先】
福井県産業政策課金融グループ ☎20 0373

i

■手続きの方法

手順１ パソコンで申込に必要な書類を産業政策課ホームページから入手し記載してください。
手順２ 本店が所在する市町からセーフティネット保証４、５号、危機関連保証の認定を受けてください。
手順３ 最寄りの各金融機関の本支店または福井県信用保証協会（ TEL0776 33 1800 ）にご相

談ください。



福井県経営安定資金（新型コロナウイルス対策分）

売上が減少して先々の資金繰りに不安があります(3,000万円超）

P30の福井県新型コロナウイルス感染症対応資金に加え、８，０００万円までの
融資により資金繰りを支援します
また、改正前の新型コロナウイルス対策分を利用している方も、融資期間や据置
期間を延長し、月々の返済額を減少させることができます
※福井市では、利子補給により3年間実質無利子で借入が可能となる支援制度を設けています（詳細はP３２）
※ご利用にあたって、金融機関や福井県信用保証協会の審査があります

■ 対象者

次のいずれにも該当する中小・小規模事業者
①福井県新型コロナウイルス感染症対応資金を融資限度額まで利用し、さらに資金が必
要な中小・小規模事業者

②新型コロナウイルス感染症の影響により売上高等が２０％以上減少し、市町長の認定を
受けた中小・小規模事業者

県
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■支援の内容

・借入限度額 ８，０００万円
・融 資 利 率 ０．９０％以下（一部市町では、利子補給があります。）
・保 証 料 ０．７％（県が全額負担）
・使 途 運転資金・設備資金
・融 資 期 間 １０年以内（据置２年以内を含む）

【お問合せ先】
福井県産業政策課金融グループ ☎20 0373
制度の詳細は、産業政策課のホームページからご確認いただけます。

i

■手続きの方法

手順１ パソコンで申込に必要な書類を産業政策課ホームページから入手し記載してください。
手順２ 本店が所在する市町からセーフティネット４号の認定を受けてください。
手順３ 最寄りの各金融機関の本支店または福井県信用保証協会（☎33 1800 ）に

ご相談ください。



福井県経営安定資金（新型コロナウイルス対策分）利子補給

P31の福井県経営安定資金（新型コロナウイルス対策分）の利用者に対して、福
井市が融資に係る利子を負担します

■ 対象者

次の全てを満たす方

（1）福井県「経営安定資金（新型コロナウイルス対策分）」の融資貸付を受けた中小企業者
（2）市内において事業を営んでいること
（3）市税の滞納がないこと

市
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■支援の内容

利子の全額（上限3年間）

※9月末時点、3月末時点でそれまでに支払済みの利子額の補給を行います。
補給時期は、それぞれ11月下旬、5月下旬です。

【お問合せ先】
福井市商工振興課 ☎20 ５3２５

i

■手続きの方法

手順１ 福井県経営安定資金(新型コロナウイルス対策分)の申込を行った各金融機関の
本支店から申請書類様式を入手

手順２ 申請書類等を記入
手順３ 記入した申請書類等を手順１の各金融機関の本支店に提出
手順４ 市が審査・決定し、 市から補給金を補給します。

※制度の詳細や申請書や請求書等の様式については、
こちらのQRコードから確認できます。



農林漁業セーフティネット資金

農林漁業の資金繰りに困っています

新型コロナウイルス感染症により資金繰りに著しい支障がでている、または、今
後の支障が懸念される場合、長期運転資金を実質無利子・無担保でお貸しします

■ 対象者

主業農林漁業者等であって、新型コロナウイルス感染症により、資金繰りに著しい支
障を来している、または、支障を来すおそれのある方
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■支援の内容

①融資限度額 一般 １，２００万円

特認 年間経営費等の１２分の１２以内
※簿記記帳を行っており、経営規模等から融資限度額の引上げが必要と認められる場合

②貸付時の実質無利子・無担保化
（農業者） 融資当初 ５年間の実質無利子・実質無担保
（林業者） 融資当初１０年間の実質無利子・実質無担保
（漁業者） 融資当初 ５年間の実質無利子・実質無担保

【お問合せ先】
日本政策金融公庫福井支店 ☎33 2385
または福井県園芸振興課農業資金グループ ☎20 0427
福井県水産課水産戦略グループ ☎20 0484
福井県県産材活用課林業戦略グループ ☎20 0448

i

■手続きの方法

手順１ 「農林漁業セーフティネット資金の相談時にご提出いただく書類」をご準備の上、
日本政策金融公庫福井支店農林水産事業にご相談ください。
URL：https://www.jfc.go.jp/n/finance/saftynet/covid_19_a.html

手順２ 融資の決定に向け必要 な 書類を郵送でご提出ください。
手順３ 融資が決定次第、契約の打合せと手続きに入り、手続き終了後に送金致します。

日本政策金融公庫



法人税の繰越還付制度

新型コロナウイルスの影響による損失があり、
法人税の還付を受けたい

１．欠損金の繰戻し還付制度
前年度黒字で今年度赤字の場合、前年度に納付した法人税の一部還付を受ける
ことができます

■ 対象者

資本金10億円以下の中堅企業（従来の「資本金1億円以下」から対象を拡大）

※資本金の額が１億円超10億円以下の法人のうち、大規模法人（資本金の額が
10億円を超える法人等）の子会社等については対象外
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■支援の内容

前年度に納めた法人税から、今年度の欠損金に対応する税額を還付

【お問合せ先】
福井県内各税務署
制度の詳細については財務省のホームページからご確認いただけます。
https://www.mof.go.jp/tax_policy/keizaitaisaku.html

i

■手続きの方法

福井県内各税務署にお問合せください。

国

２．災害損失欠損金の繰戻し還付制度
新型コロナウイルス感染症の影響により損失（災害損失欠損金）が発生した場合に
は、その損失に対応する法人税額の還付を受けられる場合があります

■ 対象者

新型コロナウイルス感染症の影響により、欠損金が生じた法人

■支援の内容

災害により災害損失欠損金が生じた法人について、前年度の法人税額（青色申
告法人については、前々年度まで対象）から、災害損失欠損金に対応する法人税
の還付を受けられる場合があります。



固定資産税等の軽減

固定資産税や都市計画税を払えません

１．固定資産税・都市計画税の減免
中小事業者が保有する設備や事業用家屋等の２０２１年度の固定資産税および
都市計画税を、売上高の減少幅に応じて減免します

■ 対象者

中小事業者 （資本金１億円以下の法人や従業員が1,000人以下の個人事業者）
①2020年２月～10月までの任意の連続する３か月間の収入が前年の同じ時期と比べて50％
以上減少した方（ →「支援の内容」①へ）
②2020年２月～10月までの任意の連続する３か月間の収入が前年の同じ時期と比べて30％～

50％減少した方（ →「支援の内容」②へ）
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【お問合せ先】
福井市資産税課 ☎２０ 5３１５

i

国

２．生産性向上のための設備の固定資産税の軽減措置を２年間延長
中小事業者が新たに投資した特定の設備の固定資産税は３年間免除されます
が、事業用の建物や看板などの構築物を対象に追加した上で、適用期限を２年
間延長します。（２０２３年３月まで）

■ 対象者

認定先端設備等導入計画（生産性向上特別措置法)の認定を受けた中小事業者

■支援の内容

①特定の事業用の建物や看板などの構築物：投資後3年間、免除または減額される予定です。
②上記以外の対象となる特定の資産：投資後３年間、全額免除されます。

市

■ 支援の内容

①設備や建物等の２０２１年度の固定資産税および都市計画税を全額免除
②設備や建物等の２０２１年度の固定資産税および都市計画税を1/2免除

■手続きの方法

手順１ 先端設備等導入計画を作成
手順２ 工業会等による生産性向上要件証明書を取得
手順３ 先端設備等導入計画を福井市商工振興課に申請
手順４ 先端設備等導入計画が認定された後、設備等を取得
手順５ 設備等を取得した翌年以降、必要書類添えて福井市資産税課に対象資産を申告

（建物についての手続きの詳細は、今後決定）



がんばれ福井応援券事業（参加店募集）

多くのお客さんにお店に来て欲しい

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、甚大な影響を受けている事業者を応
援するため、福井市内の飲食店、小売店など様々な店舗で使用できる「がんばれ
福井応援券」を販売します

■ 参加対象店
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【お問合せ先】
がんばれ福井応援券事業実行委員会事務局 ☎２０ 5３２５
〒910-0858 福井市手寄1丁目4-1 アオッサ5階 （福井市商工振興課内）

i

市

■ 支援の内容

■参加手続きの方法

福井市内に事業所を有する小売・飲食・サービス業等
※但し、公序良俗に反するものは除く
※複数店舗・支店を一括して申込される場合は、事前に事務局までご相談ください。

※参加店登録料や換金手数料は無料です。

参加店申込書と通帳等の写しを郵送またはFAXにて提出
※参加店１次申込期限は、７月１０日（金）まで

※申込書や事業の詳細については、福井市商工振興課のホームページからご確認ください。


